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研究開発に対する考え方と研究開発体制
当社グループは、グループビジョンの実践が中期的な

経営戦略の骨格であり、100年経っても存在感のある企業
グループであり続けることを目指しています。2017年度か
らスタートした中期経営計画「SHIFT	2019	 -Fusion-」は、
その実現に向けた「新次元の成長」への第一歩と位置づけ、
「技術の融合」による新事業創造の加速を重点課題の一つ
に設定しています。社内および社外との技術の融合を積極
的に推進し、当社グループの未来を担う新市場・新分野で
の事業化の加速と、その次を見据えた魅力あるテーマの創
出に取り組んでいます。
このベースとなるのが、我々の2つの事業領域である

「住・社会のインフラ創造」「ケミカルソリューション」に関連
する25の技術プラットフォームです。これは当社グループの
製品群を支える基盤技術であり、長年にわたって培ってきた

競争力の源泉ともいうべきものです。近年の外
部環境および当社グループの事業領域の変化
に適合するとともに、より実践的なものとすべ
く、今中期経営計画の開始に合わせて再設定
いたしました。これらの技術プラットフォーム一
つ一つを磨き上げると同時に、複数のプラット
フォームを効果的に融合することで、厳しい競
争環境の中でも圧倒的に勝ち切れる新たな製
品やサービスの開発をしていきます。
これらを担う当社グループにおける研究開
発体制としては、住宅カンパニー、環境・ライフ
ラインカンパニー、高機能プラスチックスカン
パニーの3カンパニーおよびコーポレートに4つ
の主要研究開発拠点を、また積水メディカル株
式会社など主要関係会社にも独自の研究所または研
究開発部門を設けています。
カンパニーの研究開発では既存事業の強化およびフロ

ンティアの開拓に直結し、近未来の収益につながる製品開
発、生産技術テーマを手掛けています。2016年度はセキス
イハイム45周年記念商品「Gシリーズ」、モバイル端末用機

研究開発・モノづくり

25の技術プラットフォーム

知的資本（研究開発・モノづくり・知的財産）

知的資本（研究開発・モノづくり・知的財産）
積水化学グループにとって、価値創造の根幹は、際立つ技術にあると考えています。中でも、住インフ
ラ分野とケミカルソリューション分野に強みを持つ技術プラットフォームがその土台となっています。我々
はこの技術的な際立ちを持続させるために、研究開発やモノづくり、さらには知的財産の分野において人
員、組織の両面で継続した強化を進めています。

高
精
度
成
形

樹脂
設計

反応
制御

生物活用

ライフサイエンス

機
能
付
与

グリーン
ケミストリー

臨床検査
分析

検査薬
医薬材料

微粒子

撹拌/分離
プロセス

精密/複雑
成形

ケ
ミ
カ
ル

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

加
工

素材

自然・生命エネ
ルギ
ー

住環
境

構造解析

製品設計

住
宅
生
産

イ
ン
フ
ラ
施
工

住・社
会
の

イ
ン
フ
ラ
創
造

住宅生産
施工技術

インフラ
施工/工法

エネルギー
システム

管路施工
工法

住インフラ
設計/解析

遠隔診断
制御システム設計

施
工
・
工
法

生活
空間
・環
境

設計・解析

温熱・空気・
音環境

健康/快適
生活

複合/分散
プロセス

表面処理
多層化

プラスチック
成形

評価分析保証

住宅構造
設計

粘接着
接合材料

インフラ
産業用材料

導電/絶縁
材料

エネルギー
デバイス材料

PVA/B
材料

塩ビ
材料

Foundation
事業基盤の強化に向けたCSR



Sekisui Chemical Integrated Report 2017 57
Introduction Foundation

事業基盤の強化に向けたCSRStrategy DataなどMessage from 
President & CEO Corporate GovernancePerformance

カンパニーからの報告 Contents

能フォームテープなどを市場に投入しました。また2017年
度もインフラガード（インフラ老朽化対策製品）や、半導体製
造プロセスを革新するインクジェット塗布材料などの大型
製品の上市を予定しています。
一方、コーポレートでは独立した研究組織として、技術的

なハードルが極めて高く中長期的な時間軸で取り組むべき
テーマ、カンパニーをまたぐ業際の橋渡しとなるような大型
テーマ、これまで取り組んだことのない新しい事業領域の
テーマなどの研究を行っています。その研究開発の一つの
成果である大容量フィルム型リチウムイオン電池は、2016
年度に住宅用蓄電システムに採用されました。さらに2017
年度は、熱可塑CFRP（炭素繊維強化プラスチック）、フィル
ム型色素増感太陽電池などを事業化すべく精力的に準備
を進めています。

モノづくり力の強化
当社グループでは、新製品開発につながる研究開発だけ

でなく、既存製品の競争力強化にもつながるモノづくり力
の強化にも取り組んでいます。
中期経営計画「SHIFT	2019	 -Fusion-」では、モノづく

り力に関連する方針として「モノづくりリスクの極小化とモ
ノづくり新時代※への対応力強化」を掲げました。その重点
施策の一つであるモノづくりリスク低減文化の構築として、
設備の本質安全化、安全人材育成の徹底推進、CS品質情
報ナレッジシステム構築などによるCS品質基盤の強化を

推進していきます。さらにモノづくり力の継続強化として、
生産技術力の定量化による技術力強化とともに新技術導入
（ICT化、自働化）を行っていきます。同時に、これまで取り
組んできたモノづくり人材育成を通じ、モノづくり基盤力を
さらに強化してまいります。
このような活動を通して、当社グループは際立つ技術と
品質により「住・社会のインフラ創造」と「ケミカルソリュー
ション」のフロンティアを開拓し続け、世界のひとびとのくら
しと地球環境の向上に貢献します。

※第3次産業革命：IT・情報化社会、第4次産業革命：AI

研究開発・モノづくりに関する人事・処遇
当社グループでは、優れた研究者・技術者への高い評価・

処遇の一環として「発明大賞」を定めています。発明大賞は、
特に独占性が高く、事業貢献の大きい発明を評価・認定し
た上で、その発明者の功績に報いる対価を定めています。
2016年度は「薄物延伸フォーム」などを認定して発明者を
処遇しています。
また、専門性の高い研究者・技術者を対象に「スペシャリ

ティ職」制度も設けています。高度な専門性を有する際立つ
人材をスペシャリティ職に任命し、社外においても通用する
際立つ技術者の育成を図っています。2017年4月現在では
19名がスペシャリティ職に任命されています。
さらに、2009年度に新設した「マイスター職」は、当社グ

ループの持つ技能領域と目指すべき方向性を示し、技能者
一人ひとりのモチベーションの向上と優れた技能の伝承を
図ることを目的としています。2017年4月現在では7名が
マイスター職に任命されています。今後もモノづくり技能者
の育成・活性化の一環として高度なモノづくり技能者を高く
処遇するとともに、当社グループのモノづくり力をさらに高
めていきます。

知的財産の基本方針
研究開発活動の成果としての「知的財産」は、企業価値の

最大化に向けて、当社グループの成長・収益を支える重要な
経営資源となります。そこで当社グループでは、技術の「際立
ち」を最大限に活かすため、知的財産戦略を重視しています。
当社グループの「知的財産規則」では、知的財産管理の

目的を「自他の知的財産を尊重し、知的財産に対する取り
組み、その取り扱いおよび手続きなどを明確にすることによ
り、知的財産の創造、保護、活用を奨励し、事業の成長と企
業価値の向上に寄与すること」と定め、「強い特許の獲得に
よる事業競争力の確保」を基本方針としています。

知的財産
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全社の知的財産中期計画は2017年3月に策定され、戦
略性の高い特許群を継続的に創出させるとともに、戦える

強い知的財産人材を育成することで、経営に貢献すること
を目指しています。具体的には以下の2点に注力します。

知的財産の推進体制と主な取り組み
当社グループでは、判断、意思決定のスピードアップのた

め、コーポレートと各カンパニーに知的財産部門を設けてい
ます。
コーポレートの知的財産部門の役割は、全社共通の基本
的知的財産戦略の企画・立案から知的財産教育、そして特
許管理システムの運用・管理です。知的財産の意識向上の
ため、コーポレートが主体となって、研究開発・営業に対して
知的財産に関する教育を計画的に行っています。また2017
年度更新の特許管理システムでは群管理を可能とし、戦略
的な特許群構築のプラットフォームを導入します。
一方、各カンパニーの知的財産部門の役割は、各カンパ

ニーの事業環境に即した独自の知的財産戦略を構築し展
開することで、知的財産部門と事業部門、研究開発部門が
定期的に「開発知財戦略会議」を開催し、戦略的な特許群構
築を目指して活動しています。
このように、コーポレートと各カンパニーの知的財産部門
が有機的に連携することで、当社グループの知的財産レベ
ルの向上に努めています。

安全グループ CS品質グループ モノづくり革新センター 購買グループ
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住宅カンパニー 高機能プラスチックスカンパニー
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（含 知的財産）
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研究開発・モノづくり・知的財産推進体制

生産力革新センター

R&Dセンター

　		知的財産活動の推進
ビッグデータ解析技術の進化によりますます高度化する
知的財産情報分析ツールを活用して、競争環境を詳細に分
析します。その結果に基づいて、開発着手前に勝ち切る知
的財産戦略を立案し、効率的な研究開発の実行と新規事業
の成功確率の向上に貢献します。

　		知的財産部員の育成加速
開発や企画部門とのローテーションや海外特許事務所

への駐在を経験させることで、知的財産部員の技術力・企
画提案力やグローバル対応力の向上を目指します。

1. 2.
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